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１．南区の成り立ち 

（１）南区の位置・地勢 

南区は、横浜市の中央部に位置し、中区、西区、保

土ケ谷区、戸塚区、港南区、磯子区に接しています。

区域は東西距離約6.33km、南北距離約4.02kmで、面

積は約12.63㎢となっており、西区（約6.98㎢）に

ついで小さい区です。南区の中央には磯子区の笹下川、

港南区の日野川を源流とする大岡川と、そこから分岐

する中村川、堀割川が流れています。河川周辺には大

岡川がつくった沖積低地と、大岡川と中村川に挟まれ

た江戸時代の新田開発による埋立地が広がり、その周

りを丘陵地、台地が取り囲んでいます（最高地は標高

約 91ｍ（永田山王台））。このように、南区の地形は

平地部と丘陵部により、狭い範囲の中で起伏に富ん

だ変化のある環境が形づくられています。 

 

Ⅱ．南区の現状と課題 

南区の位置 



8 

 

 

 

（２）市街地形成の歴史（P.10 図「市街地形成の歴史」参照） 

①江戸時代（大岡川沿いの農村と「吉田新田」） 

南区は武蔵国久良岐郡の一部で、農業が中心の村々でした。中央を流れる大岡川は蛇行

の多い川で、自然の恵みをもたらす一方で、大雨のたびに氾濫を起こしていました。 

1656 年に江戸の商人吉田勘兵衛が大岡川河口を新田として埋め立てる許可を江戸幕府か

ら受け、1667 年に完成させました。新田は後に「吉田新田」と呼ばれるようになりました。 

 

②横浜開港～明治時代（吉田新田の開発とその周辺の市街化） 

横浜港の開港後、文明開化とともに新しい文化・技術・産業などが紹介され普及しまし

た。現在の南区万世町には 1873（明治６）年に日本で初めてせっけんを製造した工場が立

地していたほか、横浜で最初の小学校のうちの３校（現、大岡・石川・太田小学校）は南

区内に開設されるなど、まちの近代化が進行していきました。吉田新田は、港町よこはま

の後背地として市街化し始め、人口増加も目立ってきました。 
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1882（明治 15）年には、横浜の貿易商人たちが後継者育成のために、現在の市立横浜商

業高等学校の前身になる横浜商法学校を創立しました。この頃になると、吉田新田の周辺

平地部にも市街化が進行しました。蒔田付近にはまとまった集落がありましたが、平地部

はほとんど水田で、丘陵部は市街化されませんでした。  

 

③大正時代～戦前（鎌倉街道沿道の市街化と関東大震災） 

1913（大正２）年に、国内産業の奨励と貿易の拡大を進めるため、現在の共進町、東蒔

田町付近で「横浜勧業共進会」が開かれました。共進会の会場跡地には、その後工場の進

出、住宅化が進められました。1914（大正３）年に路面電車が弘明寺まで開通すると、区

内は鎌倉街道沿いを中心に市街化が進みました。1921（大正 10）年頃になると、吉田新田

に近い八幡町、平楽、唐沢付近では丘陵部への市街化も進行しました。 

開港以来発展を続けてきた南区のまちも、1923（大正12）年の関東大震災により大きな被害

を受けました。しかし、その後の復興により鎌倉街道沿い（蒔田公園付近～地下鉄弘明寺駅付

近）が区画整理され、現在の街並みの原型ができあがりました。また、環状１号線（保土ケ谷

宮元線）や、桜木東戸塚線（平戸桜木道路）など主要な道路の原型もこの時にできました。 

1927（昭和２）年には、横浜市の区制が施行され、現在の南区は中区の一部として発足

しました。1930（昭和５）年には湘南電鉄（現在の京浜急行）が開通しました。 

 

④戦中～戦後（南区の誕生～高度経済成長期の南西丘陵部の開発と人口の急増） 

1943（昭和18）年、第二次世界大戦のさなか、中区から分かれて南区が誕生しました。商業地

と住宅密集地は度重なる空襲に遭い、市内でもっとも大きな被害を受けました。 

終戦後には、区内に接収地が広がっていたこともあって、戦後の復興は容易ではありませ

んでしたが、接収地周辺に商店街ができたり、戦災を免れた弘明寺などでは商店街が繁栄し

ました。その後の接収解除に伴い、井土ケ谷下町、南太田、東蒔田町、榎町、中村町などで

区画整理が行われ、まちは徐々に整備されました。 

1960（昭和 35）年頃から、住宅団地ブームが起こり、永田・六ツ川・大岡など南区の南

西部の開発が行われました。これに伴って人口も急増したために、1969（昭和 44）年には

南区の南部を港南区として分区しました。南西部の丘陵地の人口増加はその後も進み、そ

れに伴って生じた交通渋滞を解消するため路面電車が廃止され、バス輸送に切り替えられ

ました。1972（昭和 47）年には市営地下鉄が伊勢佐木長者町～上大岡間で開通し、区内に

４つの駅が設けられました。  
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⑤現在  

1980（昭和 55）年頃までには、主要な都市基盤や都市施設がおおむね整備され、その後

は、区民が利用する福祉施設やコミュニティ施設の整備、公園やプロムナードなど身近な

施設の整備が進められ、現在では、まちづくりの動向は落ち着いています。区内は、住宅

系の土地利用が主体となっていますが、旧「吉田新田」の区域、横浜鎌倉線（鎌倉街道）、

桜木東戸塚線（平戸桜木道路）、環状１号線などの幹線道路＊沿道では、商業・業務系の土

地利用が比較的多く見られます。2013（平成 25）年には、区制 70 周年を迎えました。ま

た、区民の交流や支え合い活動を支援するため、福祉・コミュニティ施策も区民の参画を

得ながら推進されています。 
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（３）まちづくりの進捗状況 

南区プラン策定（2004（平成16）年）以降のまちづくりの主な進捗としては、次のようなも

のが挙げられます。 

○主なまちづくりの進捗 

年 都市基盤 公共的施設 緑・自然環境 

2004 

 ●浦舟複合福祉施設の一部（浦舟
地域ケアプラザ、横浜市浦舟ホ
ーム、横浜市天神ホーム、横浜
市浦舟園、南区社会福祉協議会、
南区福祉保健活動拠点）オープ
ン 

●南区子育ての場「さくらザウル
ス」開設 

●大岡五丁目第二公園開園 
●山谷公園開園 

2005 

 ●中村地区センター開設 
●みなみ市民活動センター開設 
●浦舟コミュニティハウス開設 
●フリースペースみなみ開設 

 

2006 

 ●六ツ川一丁目コミュニティハウ
ス開設 

●南区精神障害者生活支援拠点開
設 

●中村地域ケアプラザ開設 
●睦地域ケアプラザ開設 

●さくら保全プロジェクト、「南区
さくら保全・活用計画」策定 

●こどもの遊び場、ビオトープ作
り（ヨコハマ市民まち普請事業） 

2007 

●中村橋架替完了 ●中央児童相談所開設、青少年相
談センター移転開設 

●南区地域子育て支援拠点「はぐ
はぐの樹」オープン 

●六ツ川一丁目第五公園開園 
●登り窯付属施設及び周辺環境の
整備（ヨコハマ市民まち普請事
業） 

2008  ●蒔田コミュニティハウス開設  

2009 

●市営地下鉄 1号線蒔田駅エレベ
ーター(ホームから改札階)の供
用開始 

●井土ヶ谷駅上下線ホームへのエ
レベーターの設置 

●南部処理区大岡川右岸雨水幹線
下水道整備工事開始 

 ●観音橋から大井橋右岸大岡川プ
ロムナード再整備 

2010 

 ●「みなみ市民活動センター」が
国際交流ラウンジの機能を強化
した「みなみ市民活動・多文化
共生ラウンジ」としてリニュー
アル 

●大井橋から鶴巻橋右岸プロムナ
ード再整備 

●中村町五丁目公園開園 

2011 ●花見橋架替完了   

2012 

●市営地下鉄 1号線蒔田駅エスカ
レーター及びエレベーター（改
札階から地上）の供用開始 

●別所コミュニティハウス開設 
●南区地域子育て支援拠点「はぐ
はぐの樹」弘明寺に移転 

●大岡公園開園 
●新観光地域活性構想歴史と文化
のある街・お三の宮通り（ヨコ
ハマ市民まち普請事業） 

2013 ●井土ヶ谷橋架替完了 ●横浜市立横浜総合高等学校移転  

2014 
●横浜市地震防災戦略における地
震火災対策方針策定、不燃化推
進地域等指定 

  

2015 

●阪東橋駅・黄金町駅周辺地区バ
リアフリー基本構想を策定 

●建物の耐火性能強化を義務付け
る「新たな防火規制」導入 

  

2016 
 ●南区総合庁舎・公会堂・南消防

署の整備及び移転 
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２．南区の現状と課題 

（１）人口 

①人口推移 

南区の人口は 194,935 人（2016（平成 28）年７月１日現在）で、1969（昭和 44）年の港

南区の分区後、ほぼ一定で推移してきました。近年はゆるやかに減少しており、今後も減

少を続けていくと予測され、人口減少への備えが必要です。人口密度は、15,434 人／㎢

（2016（平成 28）年７月１日現在）で横浜市の 18 区の中で一番高く、高密度な中でも、

よりよい暮らしの環境づくりが求められます。 
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②年齢別人口 

2015（平成 27）年現在、65 歳以上の人口は約５万人、高齢化率＊は 25.9％と、市内平均

（23.4％）を 2.5 ポイント上回っています。また、14 歳以下の人口は約２万人、総人口の

10.4％で、近年減少傾向で推移しています。2015（平成 27）年から 2035（平成 47）年の

推計値を見ると、14 歳以下の人口は約２万人から約 1.5 万人へと減少、15 歳から 64 歳の

人口は約 12 万人から約 10 万人へと減少する一方で、65 歳以上の人口は約５万人から約６

万人に、特に後期高齢者である 75 歳以上の人口は約 2.4 万人から約 3.5 万人へと増加し、

高齢化率＊は 34.6％になると予測されます。高齢化、少子化の傾向は今後も顕著に進行し

ていくと見込まれ、こうした人口構造を踏まえた環境整備が求められます。 
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③人口増減と高齢化率＊ 

人口の増減を町別にみると、比較的落ち着いている町、または減っている町が多い中で、増

加率の高い町が旧「吉田新田」区域や鎌倉街道沿道を中心に分布しています。また、高齢化率

が比較的高い町は、中村町１～３丁目や永田みなみ台、六ツ川３・４丁目の他、平地部の一部

の地域に点在しています。人口が増加している地域においても高齢化率＊が高い地域、低い地域

が混在しています。全体としては超高齢社会や人口減少に対応しながらも、小さな地域ごとの

状況を丁寧に把握しながら、その地域にあった、より良い住環境に改善していくことが求めら

れます。 
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④世帯数の推移 

高齢者のひとり暮らしや小人数世帯の増加により南区の世帯数はこれまで増加傾向で推

移してきており、2016（平成 28）年７月１日現在では 96,347 世帯、１世帯あたり人員は

2.02 人となっています。しかし、今後南区の世帯数は維持または緩やかな減少傾向で推移

することが見込まれます。 

また、家族類型別の世帯数では単独世帯が最も多く 42,576 世帯（2015（平成 27）年 10

月現在）となっており、総世帯数の約 45％を占めています。単独世帯の割合は他区と比較

しても高くなっています。単独世帯のうち、高齢者のみの世帯の増加が著しいことから、

高齢者の見守りや若年層とのつながりづくりなど、地域の福祉、保健と連携したまちづく

り施策が今後ますます求められていきます。 
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⑤乳幼児のいる世帯 

６歳未満世帯員のいる世帯数は減少傾向にあり、1990（平成２）年から 2015（平成 27）

年の間に約 1,600 世帯（約 20％）減少しました。乳幼児のいる世帯の定住促進のため、子

育てがしやすい環境づくり等が求められます。 

 

⑥外国人人口 

南区の外国人人口比率は中区に次いで高く、総人口の約 4.3％を占めています。また、特

に旧「吉田新田」区域及びその周辺などで高くなっています。近年も外国人人口は増加傾向

で推移しており、多様な文化の共生に配慮したまちづくりが求められます。 
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⑦昼夜間人口と通勤・通学先 

南区の昼夜間人口比率＊は 78.7 で、横浜市内でも低く、区内を通勤・通学先とする昼間

人口よりも、居住者である夜間人口が多くなっています。区民の通勤・通学先としては、

隣接する中区、西区、川崎市、東京都などに広がっています。このように東京や、横浜の

都心で働く人の暮らしの場としての性格を持つ地域として、生活環境の充実が求められま

す。 
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通勤・通学流動図（南区） 

通勤・通学流動 
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（２）土地利用 

①用途地域＊ 

南区は区域面積 12.63 ㎢に対して、99.2％が市街化区域＊として指定されています。横浜市全

体と比べ、商業、近隣商業地域や、第一種住居地域の比率が高くなっています。こうした暮らし

と商業や業務が近接する地域として、多様な都市の機能の共存を進めていくことが求められます。 

 

 

32.8%

31.1%

0.8%

0.4%

3.1%

6.0%

7.0%

4.0%

28.9%

10.2%

2.3%

1.2%

0.8%

3.3%

11.7%

3.3%

8.6%

4.4%

3.1%

4.0%

3.9%

4.2%

0.8%

24.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

南区

横浜市

第一種低層住居専用地域

第二種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域

第一種住居地域

第二種住居地域

準住居地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域

市街化調整区域

出典：横浜市統計書を基に作成。 ※2014（平成 26）年度末 
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区域面積に対する各用途地域面積の割合 
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②土地利用 

住宅系の土地利用は区域面積の半分以上、約 6.7 ㎢を占めており、住宅系土地利用の占

める割合が 18 区の中で最も高く、平地部から丘陵部まで区域全体に広がっています。住宅

系の土地利用は徐々に増加しており、1992（平成４）年から 2013（平成 25）年の間に約

0.7 ㎢（増加率 11.6％）増加しました。また、山林や農地などの土地利用は減少傾向で推

移しています。高密度に人が暮らす住宅地域の中でも、誰もが水と緑に触れられるなど、

豊かな居住環境を守り、創出していくことが求められます。 
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③集合住宅・戸建て住宅の建築年数 

南区内に建設された集合住宅・戸建て住宅の建築年代を見ると、集合住宅は特に1990 年代の建

物が多く約30％を占めており、戸建て住宅については、1970～1990 年代の建物の総延べ面積が約

55％を占めています。平均の築年数は、集合住宅で28年、戸建て住宅では45年となっています。

また、平成25 年住宅・土地統計調査結果（総務省統計局）によると、一戸建て総数に占める空き

家の割合は5.3％で、市内で２番目に高い割合となっており、設備等の適切な維持管理や更新等、

建物の老朽化への備えや対応がさらに求められていきます。 

 

（３）産業 

①事業所・従業者数 

区内の事業所数、従業者数は減少傾向で推移しています。2012（平成 24）年の事業所数

は 5,592 事業所、従業者数は 44,312 人となっています。産業別では卸売業、小売業の事業

所数と医療・福祉の従業者数が特に多いことが分かります。こうした商業、業務など働く

場としての地域の環境の維持と、暮らしとの共存が求められます。 

 

8,850 8,322 
7,080 

5,907 6,196 5,592 

51,592 51,100 

44,178 
40,465 

45,550 44,312 

0

10000

20000

30000

40000

50000

60000

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

平成3
年

8 13 18 21 24

事業所数・従業者数の推移（南区）

事業所数 従業者数

（人）（事業所）

3 

14 

47 

49 

73 

132 

213 

318 

351 

469 

559 

603 

629 

743 

1,389 

22 

200 

452 

357 

1,986 

1,236 

1,215 

4,644 

2,281 

9,579 

2,227 

1,623 

4,952 

4,299 

9,239 

0 4000 8000 12000

0 500 1000 1500

農業，林業

複合サービス事業

金融業，保険業

情報通信業

運輸業，郵便業

教育，学習支援業

学術研究，専門・技術…

サービス業…

製造業

医療，福祉

生活関連サービス業，…

不動産業，物品賃貸業

建設業

宿泊業，飲食サービス業

卸売業，小売業

産業大分類別事業所数・従業者数（南区）

事業所数

従業者数

（事業所）

（人）

出典：2013（平成 25）年都市

計画基礎調査を基に作成。 

出典：1991（平成３）年から 2006（平成 18）年は事業所企業統

計、2009（平成 21）年・2012（平成 24）年は経済センサスを基

に作成。※2006（平成 18）年から 2009（平成 21 年）の間は事

業所企業統計、経済センサスの調査手法の違いによる変化が含

まれるため、差数が全て増加・減少を示すものではありません。

出典：2012（平成 24）年経済センサスを基に作成。
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②商業 

2014（平成 26）年の卸売業・小売業の事業所数は 969 事業所で、近年減少傾向で推移し

ています。年間商品販売額についても、1999（平成 11）年の約 2,800 億円から 2014（平成

26）年には約 1,400 億円まで減少しています。多くの人の暮らしがある南区の特性を踏ま

え、身近な暮らしを支える商業が持続可能な環境づくりが求められます。 

 

③工業 

2014（平成 26）年の工業事業所数は 90 事業所、製造品出荷額等は約 185 億円でした。

区内の工場は徐々に減少していますが、中小の工場や企業が多く存在してきた南区の特性

を生かすため、それらの操業環境を維持していくことが求められます。 
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（４）防災 

①地震と火災 

元禄型関東地震による被害想定（横浜市防災計画）では、南区内では震度６弱～震度７

の揺れが予測され、特に埋立地である旧「吉田新田」区域の一部では震度７と予測されて

います。こうした揺れによる物理的な被害に備えるとともに、地域や企業との連携により、

地震に強いまちづくりを進めていくことが求められます。 
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丘陵部や平地の一部には、木造住宅が密集し、狭あい道路＊、行き止まり、急坂や階段が多く

存在します。それらの地域は、災害時の火災の延焼、消防活動の難しさ、安全な避難路の確保な

ど防災上の問題を抱えています。地震時の火災による被害想定を見ると、丘陵部や平地の一部で

焼失棟数の多い地域がみられます。特に地震火災対策方針の対象地域においては、火災による延

焼の危険性に対して総合的に安全性の向上を図っていく必要があります。さらに、同方針の重点

対策地域＊（不燃化推進地域）※においては、特に延焼被害の軽減を推進していく必要があります。 

 

②土砂災害 

斜面地には崖地が多く、急な坂道や階段、また、狭あい道路

＊などもあることから、防災上の課題は多くなっています。ま

た、近年、想定を上回る大雨などによる被害が発生しています。 

急傾斜地の崩壊が発生した場合には住民等の生命又は身体に

危害が生ずるおそれがあると認められ、土砂災害を防止するた

めに警戒避難体制を特に整備すべきとして、神奈川県が土砂災

害警戒区域＊として指定している区域は161区域、南区の総面積

のおよそ15％に及んでいます。面積当たりの区域数は、18区中

でも最も多くなっています。土砂災害の危険が高まった場合に

は、住民が素早く身を守る行動が取れるよう、自治会・町内会

などとも連携しながら対策を進めていく必要があります。  
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※2015（平成 27）年３月現在。 

※南A地区（庚台、西中町４丁目、伏見町、三春台の全域、清水ケ丘、南太田一丁目の各一部）、南B地区（唐沢、中村町１丁目から３丁目

まで、八幡町の全域、山谷、平楽の各一部）、南C地区（大岡一丁目、大岡三丁目、若宮町１丁目から４丁目までの全域、大岡二丁目の一部）
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③都市基盤や都市施設＊ 

南区は、震災や戦災からの復興を経て、港南区と分区された 1969（昭和 44）年頃には、

ほぼ現在のまちの姿を見せており、それから約 10 年後には道路、上下水道、学校などの都

市基盤や都市施設がおおむね形づくられていました。そのため、整備から数十年以上経過

したものもあり、都市基盤の一部は老朽化し更新時期を迎えていますが、上下水道や橋梁

など、すでに一定の更新が進んでいる施設もあります。 

都市基盤や都市施設は今後も、様々な都市活動を支え、耐震性や防災性を向上し、安全・

安心な生活を確保するため、計画的・効率的に保全や更新を進めていく必要があります。

地域に根付き、地域コミュニティを育む場となっている施設等の保全・更新にあたっては、

地域のニーズも踏まえ、より良いまちづくりの観点からも検討が必要です。 
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（５）交通環境 

①道路網整備状況 

幹線道路＊は比較的整っており、2016（平成 28）年３月現在、都市計画道路＊（計画延長

16.960km）の整備率は約 90%となっています。整備されたネットワークを生かし、より安

全・円滑な交通を確保していくことが求められます。 

 

②身近な生活道路 

狭あい道路＊や行き止まり道路、坂道などが多い住宅地等の生活道路は、子ども・高齢

者・障害者等すべての人の日常生活を支えるため、また、災害時の救援活動・避難行動の

安全性を高め、緊急時の活動を円滑に行うことができるようにするためにも改善していく

ことが求められます。 
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出典：道路局資料を基に作成。

※2016（平成 28）年３月現在。 
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③公共交通 

鉄道や幹線道路＊のバス路線などの公共交通への満足度は他区と比較して高くなってい

ますが、今後の高齢化の進展への対応や子育て環境の整備の観点からも、丘陵部や駅・バ

ス停から離れた地域では、自宅周辺から駅や公共施設などへの移動の利便性を改善してい

くことが求められます。 

 

④徒歩による移動の状況 

南区は徒歩による移動の割合が他区と比較して高くなっており、徒歩による移動が多い

暮らしに合わせたまちの環境づくりが求められます。 
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（６）自然環境 

①緑被率＊の推移 

台地の崖や丘陵の斜面には貴重な緑が残っていますが、緑被率は年々減少しており、こ

れら緑の環境の保全が求められます。 

 

②公園の整備状況 

2016（平成 28）年度末の都市公園数は 131 箇所、面積は約 42.8ha となっています。2004

（平成 16）年度から５箇所の公園が公開されました。しかし人口密度の高さから区民一人

当たりの公園面積は 18 区中最も狭く、公園が不足する地域もあることから、今後は、適切

な公園等の整備と既存の公園の維持管理、活用が求められます。 
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出典：横浜市第 10 次緑地環境診断調査（2014（平成 26）年度）（環境創造局）を基に作成。 

※緑被率の推移につ

いては、調査年度に

よって調査手法や精

度が異なるため、お

おまかな傾向として

捉えるものです。 
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（７）南区の特性・魅力 

①愛着 

2015（平成 27）年度の横浜市民意識調査では、区民の南区への愛着度は 68.7％であり、

横浜市内でも比較的高くなっています。今後も南区に暮らしたい、暮らし続けたいと思え

るまちづくりを進めていくことが求められます。 

 

 

②自治会町内会加入率 

南区の自治会町内会加入率は 79.7％であり、横浜市内では比較的高い加入率であること

がわかります。加入率は近年減少傾向であるものの、特に横浜都心部に近接する区として

は比較的高く、地域のつながりのある区としての特徴を生かしていくことが求められます。 

 

62.7％

68.7％

10.6％

20 0 0 20 40 60 80

横浜市

瀬谷区

旭区

鶴見区

緑区

保土ケ谷区

泉区

西区

戸塚区

港南区

磯子区

都筑区

金沢区

神奈川区

南区

港北区

青葉区

栄区

中区

愛
着
を
感
じ
て
い
な
い

愛
着
を
感
じ
て
い
る

南区11.3%

79.7%
74.8%

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

栄
区

金
沢
区

旭
区

瀬
谷
区

南
区

泉
区

保
土
ケ
谷
区

鶴
見
区

港
南
区

緑
区

磯
子
区

戸
塚
区

青
葉
区

神
奈
川
区

港
北
区

西
区

都
筑
区

中
区

横
浜
市

区別自治会町内会加入率（％）

70

72

74

76

78

80

82

84
自治会町内会加入率の推移

南区 横浜市

（％）

0

出典：2015（平成 27）年横浜市民意識調査を基に作成。 

出典：市民局資料を基に作成。 

※2016（平成 28）年現在。
出典：市民局資料を基に作成。 
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③地域資源 

文化財（下記※参照）等の由緒ある建造物や記念物、象徴的な場所など、南区の魅力を

つくる様々な地域資源が区内に点在しています。また、弘明寺商店街や横浜橋通商店街を

はじめとして、主に平地部の地域に商店街が分布しており、地域に根ざした商店街は、区

民の日常の快適な暮らしを支えるとともに、下町のにぎわいあるまちの魅力をつくりだし

ています。さらに、区の中心を走る大岡川沿いの桜並木は、水と緑が感じられる区民の憩

いの場であると同時に、区外からも人が訪れる観光資源となっています。加えて、都心部

からつながる平地部を取り囲み、南区の地形的な一体感を形成している丘は、「横浜市水と

緑の基本計画＊」において市街地をのぞむ丘の軸に位置付けられており、変化に富んだ丘

自体の景観やそこに育まれてきた歴史・文化の蓄積、丘からの眺望、次々と現れる坂道、

斜面緑地なども魅力的な資源です。これらの資源を大切に守り育て、まちづくりや地域の

活動等に生かしていくことが求められます。 

 

※文化財等とは、市域文化財一覧（国・

神奈川県および横浜市指定・登録文化財

目録）（横浜市教育委員会）に掲載され

た文化財である史跡等、及び横浜市認定

歴史的建造物をプロットしたもの。 
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３．まちづくりの課題まとめ 

市街化が比較的早期に区全域に広がった南区では、鉄道や道路網の骨格も早期に形成さ

れました。全体でみると、比較的利便性が高く、多様な人々が高密に暮らす場となってい

ます。 

今後は、住宅や都市施設＊の適切な維持管理や更新への備えが必要になります。また、

人口減少や少子化、後期高齢者の増加、単独世帯の増加、国際化といった人口構造の変化、

あるいは地球温暖化＊問題をはじめとした、広い視野での環境の変化への対応など、新た

な課題への対応もまちづくりに影響してきます。 

狭い範囲の中で起伏に富んだ地形、地域ごとに異なるまちの成り立ち、立地や住宅のタ

イプに応じて変化する人口構成など、指標によって課題の分布が異なる南区の状況を踏ま

え、きめ細かなまちづくりを行っていく必要があります。 

以下では、土地利用、都市防災、都市交通、都市環境、都市の魅力・活力の５つの視点か

ら、今後 20 年間を見据えた課題をまとめています。これらの課題に対し、公民が連携しな

がら効果的、効率的に対応していくと共に、将来世代へと引き継げる持続可能なまちづくり

＊を実現していくことが必要です。 

 

①土地利用 「住宅と商業・業務・工業のバランスのとれた、魅力と活力ある市街地環境づくり」 

○良好な住宅市街地としての土地利用の誘導 

南区は市内 18 区の中で人口密度が最も高く、住宅系土地利用の割合も、最も高くなっ

ています。したがって、住宅市街地における住環境の維持・改善や魅力の向上は重要な

課題です。特に、防災性の向上、水と緑の環境の保全・活用による安全で豊かな住環境

の創出や、人口構造の変化に対応した住宅地の再生や生活機能の充足による、様々な世

代が快適に暮らせる市街地づくりを進めていくことが求められます。 

○住宅以外の土地利用の適正な誘導 

旧「吉田新田」区域や駅周辺、横浜鎌倉線沿道をはじめとする、商店、事業所又は工

場等に利用されている地域については、南区のにぎわいや活力を支える地域として維持、

充実を図るため、その事業環境を守っていくことが必要です。また、土地利用の転換が

行われる場合には、住宅との共存に配慮し、適正に誘導していくことが求められます。 
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②都市防災 「安心して暮らせるまちの防災性の向上」 

○木造住宅密集市街地＊等における地域の改善 

古くから市街化が進んだ三春台、清水ケ丘、平楽などの丘陵部や、中村町、大岡など

の平地部では、木造住宅が密集しており、建物の延焼危険性が高く、また、狭あい道路

＊等により、避難や緊急車両等の通行等に支障があるなど、防災上の課題が多く存在し

ています。こうした課題を踏まえ、総合的な地域の防災性向上を推進していくことが求

められます。 

○災害に強い都市基盤等の整備 

大規模な被害をもたらす災害が危惧される中で、防災・減災対策を進めるとともに、

応急・復旧・復興対策の強化を図るため、延焼遮断帯の形成、緊急輸送路＊の通行機能

確保や、大雨による浸水＊被害や土砂災害への対策、液状化＊対策、津波対策など、災害

に強い都市基盤を構築していくことが求められます。 

○災害に強い体制づくり 

自助・共助の考え方に基づき、公民連携による防災体制を構築し、地域の防災力をさ

らに強化していくことが求められます。また、災害発生時においても迅速で柔軟な対応

が行えるよう、避難場所の維持・充実、地域防災拠点＊などの避難所の備えを強化して

いくことが求められます。 
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③都市交通 「子ども、高齢者、障害者など様々な人の生活を支える交通環境の充実」 

○道路交通環境整備 

円滑な交通網の確保や周辺地域の防災性向上のため、汐見台平戸線の整備の促進なら

びに幹線道路等の適切な維持管理を行っていく必要があります。また、狭あい道路＊を

はじめ、防災や日常生活における安全性に課題がある生活道路の改善が必要とされます。

また、徒歩による移動が多い南区においては、誰もが楽しく、快適に移動できる歩行空

間の実現が求められます。 

○身近な交通の維持・充実 

南区の起伏に富んだ地形や、今後の高齢化の進展を踏まえ、バス路線の維持や、様々

な人の利用に配慮した交通サービスの導入、技術革新への対応等により、身近な移動手

段を確保していくことが求められます。 

 

④都市環境 「身近な水と緑の環境や貴重な自然環境の保全」 

○川を生かした水と緑の環境の充実 

身近な生活の中で自然や水と緑のうるおいが感じられる環境をつくるため、大岡川、

中村川等の水と緑の環境を維持・改善し、身近に水辺や緑、生き物の生育・生息環境が

あり、ふれあうことができる場をつくっていくことが求められます。 

○身近な緑の保全・充実 

横浜市の中でも水や緑などの自然が少ない南区においては、残された貴重な緑地の保

全や、住民自らが進める緑化活動への支援等により、緑の減少を抑制することで、緑が

感じられる生活環境を維持・充実していくことが求められます。 

また、公園については、地域と連携しながら、適切な整備、維持、活用を行っていく

必要があります。 

○地球環境問題への対応 

ヒートアイランド＊対策や、次世代の環境技術の導入等、地球環境問題に配慮した取

組を推進することが求められます。  
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⑤都市の魅力・活力 「住んで楽しい南区らしいまちづくり」 

○地域特性を生かした魅力づくり 

商店街や歴史文化の蓄積、七つの丘など、引き継がれてきたまちの魅力をまちの財産

として今後も生かしていくことが求められます。また、区内外の人が利用する大岡川プ

ロムナードを軸としてまちの魅力づくりをけん引していくことが求められます。 

○人々が支え合うコミュニティ＊づくり 

下町らしい地域のつながりが根付いている南区の特徴を生かし、住民の主体性を大切

にしたまちづくりが求められます。また、高齢単独世帯や、外国人居住者など、多様な

人が暮らしやすい環境を整え、今後も南区らしい豊かな地域コミュニティを育んでいく

ことが求められます。 

○良好な住環境づくり 

地域の生活利便性が高い南区の特性を生かしながら、子育てや、高齢者や障害者の暮

らしに合わせた住環境の整備を進めるなど、様々な人が住みたい、住み続けたいと思え

る環境の維持・改善が求められます。また、持続可能なまちづくりへの転換を目指し、

建物を長く大切に使い続けられる環境づくりを進めることが求められます。 

  




